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Ⅰ．日本の情報政策



Ⅰ－１．日本の情報政策

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：IT担当大臣、内閣官房長官、総務大臣、経済産業大臣

ＩＴ戦略本部

32001 2003 200６ 2011

◆ＩＴ基本法

◆IT戦略本部設置

ＩＴ基盤整備

ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ
(2003(2003年年77月月) ) 

ee--JapanJapan戦略戦略
(2001(2001年年11月月))

ＩＴ利用・活用重視

世界のＩＴ革命を先導
するフロントランナー

自律的ＩＴ社会の実現

ＩＴ新改革戦略ＩＴ新改革戦略
(200(200６年１月６年１月) ) 

ＩＴの構造改革力の追求



Ⅰー２．日本の情報政策

重点２分野重点２分野

医療
ＩＴによる医療の構造改革…レセプト完全オンライン化、生涯を通じた自らの健康管理の実現
電子行政
世界一便利で効率的な電子行政…オンライン申請率５０％達成、小さくて効率的な政府の実現

準重点２分野準重点２分野

教育・人材
高度ＩＴ人材の育成、人的基盤づくり…産学官連携体制の構築、ＩＴ活用能力の向上

ＩＴ経営・テレワーク
ＩＴ経営の確立による企業の競争力強化…世界トップクラスのＩＴ経営の実現、テレワーク
の推進

その他分野その他分野

環境
「ＩＴ機器の省エネ」と「ＩＴによる社会の省エネ」を両輪とする「グリーンＩＴ」 の推進

安全・安心
インターネット上の違法有害情報対策
等
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Ⅱ．経済産業省の情報政策



Ⅱー１．経済産業省の情報政策
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①情報セキュリティ対策の推進

②電子政府の構築

③高度ＩＴ人材の育成

３．ＩＴ利活用環境の整備３．ＩＴ利活用環境の整備

１．ＩＴによる競争力強化１．ＩＴによる競争力強化

①ＩＴ投資の拡大

②ＩＴ経営力の強化

③中小企業のＩＴ化

④ＩＴ活用による
地域の活性化

①グリーンＩＴ

②ドリームチップ

③Ｊａｓｐaｒ

④情報大航海

⑤次世代ＦＰＤの省エネ
技術開発

２．国際競争をリードする２．国際競争をリードする

ＩＴ産業・技術の創出ＩＴ産業・技術の創出

生産性の向上生産性の向上

国際競争力の強化国際競争力の強化



Ⅱー２．経済産業省の情報政策 ＩＴによる競争力強化
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①ＩＴ投資の拡大
中小企業向けの情報セキュリティ強化ソフトウェアや高度なＩＴ利活用を実現するための
連携ソフトウェアの 追加等を行った上で情報基盤強化税制、中小企業投資促進税制を２年
間延長・拡充

②ＩＴ経営力の強化
経営と現場が一体となったITによる生産性の向上にむけて、優れたIT経営を実践するCIO
とIT投資の専門家を一堂に会した「CIO戦略フォーラム」にて、集中的に検討を実施。
（昨年１１月に設置、これまでに８回開催）
今年５月に経営者による「ＩＴ経営協議会」を開催し、「IT経営憲章（仮称）」を取りま
とめ予定。

③中小企業のＩＴ化
中堅・中小企業が、ＩＴを利用・活用して経営革新、生産性向上
を図る「ＩＴ経営」の実践を自主的に進めることを促すため、官
民連携のネットワーク（IT経営応援隊）を通じて、研修事業、ベス
トプラクティスの収集・普及事業、地域連携支援事業を実施。

④ＩＴ活用による地域の活性化
電子タグの活用や地域特産品を販売するサイト（ショッピング
モール）の立ち上げなど、ＩＴを活用して地域特産品の生産・流
通の効率化を図る先進的な取組みに対して、全国各地に幅広く展
開されるようシステム開発等を支援する。 ＜取組事例：和歌山「わいわい市場」＞

北海道ＩＴ経営応援隊
東北ＩＴ経営応援隊
関東ＩＴ経営応援隊
中部ＩＴ経営応援隊
関西ＩＴ経営応援隊
ちゅうごくＩＴ経営応援隊
四国ＩＴ経営応援隊
ＩＴ経営応援隊九州地域ブロック会議
沖縄ＩＴ経営応援隊

＜全国９つの地域で実施＞
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②ドリームチップ
将来の様々な社会・生活のニーズに応えられる従来の半導体では実現不可能な、「小さく、
賢く、壊れない」夢の立体半導体（ドリームチップ）を産官学が連携して開発する。
（平成２０年度新規予算：１２億円、事業実施期間：平成２０年度～２４年度）

③Ｊａｓｐaｒ
ソフトウェアの信頼性及び生産効率を向上させるエンジニアリング手法について調査・研
究を行い、その成果を活用して、自動車に搭載する高信頼な制御系組込みソフトウェアな
どの開発・実証を行う。（平成２０年度１５．７億円の内数、事業実施期間：平成１９年
度～２１年度）

平面半導体 立体半導体

④情報大航海
大量の情報の中から、必要な情報を的確に検
索・解析するための次世代技術を開発し、最適
な情報やサービスを提供できる未来型ビジネス
の基盤を構築する。
（平成２０年度４１億円、事業実施期間：平成１
９年度～２１年度） 個人の行動履歴

情報の蓄積・モデル化

情報配信エンジン

行動情報
提供

コンテンツ・サービス事業者

情報配信 標準化

情報配信

＜実証事業の具体例：ＮＴＴドコモ＞⑤次世代ＦＰＤの省エネ技術開発

①グリーンＩＴ

Ⅱー３．経済産業省の情報政策
国際競争をリードするＩＴ産業・技術の創出



Ⅱー４．経済産業省の情報政策 ＩＴ利活用環境の整備
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ＰＣ

サーバー

ルーター
インターネット

ウイルス、
不正アクセス等

安全上の問題箇所
システム障害等

セキュリティ評価の推進

技術開発・研究開発の実施

情報セキュリティの確保を図るために不可欠な
情報の収集・分析・提供

内部不正、
システム設定ミス等

企業等のマネジメント面での情報セキュリティ対策の推進
企業等

個人

技術的対策の推進技術的対策の推進

早期警戒体制の整備早期警戒体制の整備

組織的対策の推進組織的対策の推進

継続的な継続的な

普及広報活動普及広報活動

①情報セキュリティ対策の推進
我が国の国民生活及び社会経済活動におい
て、ＩＴへの依存度が高まる中、ＩＴの利
活用において安心・安全を確保するため、
包括的な情報セキュリティ対策を実施。
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全職種 情報処理技術者

（出所：厚生労働省職業安定業務統計）

ＩＴ人材の有効求人倍率の推移③高度ＩＴ人材の育成
ＩＴの経営への浸透、ＩＴ開発サービスの構造変化、
グローバル化に対応したＩＴ人材の育成のため、人材
スキル標準の整備・更新、情報処理技術者試験のアジ
アにおける相互認証の拡充などを実施。

②電子政府の構築
「世界一便利で効率的な電子行政」の実現を目
標に、様々な行政手続を基本的にワンストップ
で簡便に行える第二世代の電子行政サービス基
盤の標準モデルを構築する。

ＳａａＳ※（Software as a Service）を活用した
電子申請の例

※インターネット経由で情報処理を行うサービス

オンラインで財務・
労務管理の情報等を
入力

SaaS型サービス
を活用した処理

・納税申告
・社会保険
申請
・登記申請

簡便に
電子申請

サービス提供事業者

中小・小規模事業者

申告書
作成

申請書
作成

・
・

税理士等専門家の支援

財務処理
給与計算

関係行政機関

ＳａａＳ※（Software as a Service）を活用した
電子申請の例

※インターネット経由で情報処理を行うサービス

オンラインで財務・
労務管理の情報等を
入力

SaaS型サービス
を活用した処理

・納税申告
・社会保険
申請
・登記申請

簡便に
電子申請

サービス提供事業者

中小・小規模事業者

申告書
作成

申請書
作成

・
・

税理士等専門家の支援

財務処理
給与計算

関係行政機関



Ⅲ．新たな成長モデル
５月２０日に開催された
産業構造審議会情報経済分科会において用いられた
「知識融合を通じた成長力の強化
～情報価値化とバリューチェーンの再構築～
中間論点整理（案）概要版」より抜粋
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知識の融合

ITによってチエや情報を最大限活用し、知識の融合による新たな成長モデルを実現する。

Ⅲー１．知識融合を通じた成長力の強化
知識融合による新たな成長モデル

＜目指すべき方向性＞

ITを活用しつつバリューチェーンの再構築に先手を打ち、BRICs等グローバルな市場展開を強化する

ITによるチエの引き出しによって、環境問題、安全問題面の蓄積を競争力に変える産業へ変革を遂げる

ITを通じた個人からの情報発信や活力を活用し、少子高齢化・格差問題への貢献につなげる。

「デジタル融合」を核に「情報の価値化／バリューチェーンの再構築」を促進

ユーザの潜在的な期待（ウオンツ）とその実現の鍵を握るシーズを結びつける「クリティ
カル情報の束」を中核とし、デジタル技術の力を借り、バラバラな内部業務プロセスや取
引メカニズム、場合によっては商品やサービスそのものを繋ぎ直す。

それによって、バリューチェーンの再構築を阻む「壁」を取り払い、情報が持つ付加価値
の最大化（「情報の価値化」）を実現する。

＜デジタル融合の例＞

ｉＰｏｄ/iTunes ： 大量のデータ容量と工夫された画面により、ＣＤ等の背表紙の中に眠っていた音楽・映像を引き出し、価値化。

Jasparプロジェクト ： 環境規制・機能安全対応等から自動車メーカ横断的な電子制御組込ソフト開発が進展。業界構造改革に。

口コミ情報サイト ： 個人レベルの口コミ情報を大量に集積・整理することで、メーカーも一目置くﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾃﾞｰﾀを生成・提供。

Google検索ｻｰﾋﾞｽ : テキストﾍﾞｰｽの検索からスタートし、映像、写真、地図など個人のデータ収集・整理プラットフォームへと進化。



Ⅲー２．知識融合を通じた成長力の強化

デジタル融合の成立条件と我が国の弱点

①組織 ： ビジネスプロセス形成能力

先進事例では、「クリティカル情報の束」は、ユーザニーズに合わせ段階的に形成

ビジネスと技術を段階的に発展させる柔軟性と継続性、すなわち、以下のような「オープン＆

イノベーション」に強い経済・社会への転換が、デジタル融合に強いビジネス展開には不可欠。

既存の産業や企業といった枠組みに縛られないオープンなビジネス環境

個々のケースに即して当事者がＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を追求し続けられるイノベーティブな環境

②人材と技術 ： 組織化設計能力

先進事例では、デジタル融合の主役は、ユーザのコミットを得たアプリ・サービス。その融合の広

がりを基礎に、そのままプラットフォームかしていく事例も （ｉＰｏｄ、Ｇｏｏｇｌｅなど）。

我が国には、こうしたビジネス動向・技術動向を束ねて全体を構造化する人材と技術が不足。

市場及び技術の全体構造を見抜き、設計できる人材（アーキテクト、マーケッターなど）

大量の「クリティカル情報の束」を、最速・大容量・高信頼に、環境に優しく実現するための技術

③ルール ： ルール形成能力

情報技術の不断の進歩を考えると、著作権や個人情報などの保護と利用をはじめ、事前に用意さ

れた特定のルールを、関係者に一律に強要するのは、無理がある。

当事者の合意の下、柔軟なﾙｰﾙ設定ができる仕組みが必要。その信頼性向上に向けた取組が不足。
事前規制から事後規制への考え方の移行
当事者間での事前合意や事後の紛争可決ルールを明確化する仕組み
当事者間で設定されたルールが確実に遵守されるかどうかの予見可能性を向上する仕組み など
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Ⅲー３．知識融合による新たな成長力の強化に向けて

１．１．３つの原則３つの原則

原則１：グローバル原則１：グローバル

常にグローバルな競争優位の獲得
をゴールとする
国内に籠もらず、チエと情報の競
争力で世界と競うことを明確化。

原則２：オープン原則２：オープン

規制の最小化、企業・産業
の枠の排除、Ｗｉｎ－Ｗｉ
ｎ関係の徹底追求などによ
り、柔軟かつ継続性のある
デジタル融合環境を実現。

原則３：グリーン原則３：グリーン

我が国の経験とノウハウを
活かし環境や安全といった
社会的課題をこそ「デジタ
ル融合」の原動力に。

２．施策の方向性２．施策の方向性

デジタル融合を原動力とした知識の融合を糧として新たな成長力強化を実現する。

（１）デジタル融合の誘発（１）デジタル融合の誘発

① 競争促進、実証プロジェクト、ファイナン
ス、ベストプラクティスの開示

② 行政サービスと民間サービスの融合

③ 環境問題等社会的課題を契機とした融
合の誘発

（２）デジタル融合のための基盤整備（２）デジタル融合のための基盤整備

① 社会的規制の最小化、事前規制から事
後規制への移行

② 情報のトレーサビリティの確保、ルール
における柔軟性と信頼性の両立

③ クリティカル情報を束ねる技術と人材
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Ⅳ．グリーンIT



Ⅳー１．ポスト京都議定書の活発化

○ 2013年以降の国際的枠組みの国際的議論が活発化。日本は
、「世界全体で、2050年までにCO2排出量を半減」を提言。

15

７月 北海道洞爺湖サミット

・環境、気候変動が主要テ
ーマとして議論

Ｇ８関係Ｇ８関係

６月 ハイリゲンダムサミ
ット

・2050年までに世界全体
の排出量の半減

その他の国際会議その他の国際会議

３月 Ｇ２０気候変動対話

（千葉）

５月 Ｇ８環境大臣会合

（神戸）

１月 ダボス会議（スイス）

・福田総理より「クールアース
推進構想」を提案

・福田総理、甘利大臣の講演
でグリーンITの重要性に言
及

０８
年

１月

・

・

・

・

６月 Ｇ８エネルギー大臣
会議（青森）

０７
年

６月

・

・

・

・

・

１２月 COP13、
バリ，インドネシア

１２月 COP14、
ボズナニ，ポーラ
ンド

国連国連

５月 「アジアの未来」（東京）

・安倍前総理より「美しい星
50」を提案



Ⅳー２．日本の基本的考え方

クールアース推進構想クールアース推進構想

【ダボス会議における福田総理提案】 （平成２０年１月２６日）
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１．セクター別アプローチ
・主要排出国とともに国別総量削減目標を掲げて取り組む。

・目標の策定に当たっては、セクター別アプローチを採用し、削減

負担の公平さを確保。

２．クールアース・パートナーシップ
・世界全体で２０２０年までに３０％のエネルギー効率を改善。

・１００億ドル規模の新たな資金メカニズム（クールアース・パート

ナーシップ）により、途上国の温暖化対策を支援。

３．革新的技術開発
・環境・エネルギー分野の研究開発に、今後５年間で３００億ドル
程度の資金を重点投入。



Ⅳー３． Cool Earth エネルギー革新技術計画

○本年3月、経産省は「Cool Earth エネルギー革新技術」を策定。
我が国が研究開発をリードできる主要２１分野の革新技術を特定。

○本年3月、経産省は「Cool Earth エネルギー革新技術」を策定。
我が国が研究開発をリードできる主要２１分野の革新技術を特定。

［IT関連分野］

１．ITの省エネ
◯省エネ型情報機器・シス

テム
◯パワーエレクトロニクス
◯次世代高効率照明

２．ITによる省エネ
◯ HEMS／BEMS／地域
レベルのEMS
◯ 高度道路交通システム

３．低炭素化
◯ 革新的太陽光発電

17



Ⅳー４．2030年エネルギー需要見通し

○本年3月に発表した「2030年エネルギー需給見通し」の「最大努
力ケース」では、従来省エネが進まなかった業務・家庭部門のエ
ネルギー消費が、徹底的な対策によりピークアウトすると予測。
その実現の鍵を握るのが、「グリーンIT」の推進。

1990 2005 2020 2030

エネルギー起源CO2排出量見通し
2005年度総排出量比増減 （90年度総排出量比増減）

+5% (+17%)

▲4% (+7%)(+11%)

▲13% (▲3%)

+11% (+23%)

▲5% (+6%)

▲22% (▲13%)

05年度排出量水準

90年度排出量水準

（百万t-CO2）

努力継続ケース

現状固定ケース

最大導入ケース

800

900

1000

1100

1200

1300

1400
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Ⅳー５．セクター別アプローチ

19

発電

輸送

Ａ国

「セ
ク
タ
ー
別
積
み
上
げ
」

Ｂ国 Ｃ国

Ａ国の
総量削減目標

発電

輸送

発電

輸送

「セクター別国際協力」
セクター毎に国境を越えて技術・知見の共有を加速

Ｂ国の
総量削減目標

Ｃ国の
総量削減目標

・技術、政策措置等のプラクティスの特定
・削減技術、取組の導入状況把握
・各国の経済状況等を踏まえ、導入すべき
技術、導入時期、導入率等を特定

セクター別削減可能量

国別総量削減目標の設定

技術の導入等により
目指すべき原単位

今後の活動量見通し

×

II

〔CO2換算トン〕 〔CO2換算トン〕

〔CO2換算トン〕

〔CO2換算トン/活動量〕

－ 現状の原単位

これらを
積み上げ

セ
ク
タ
ー
毎

国
全
体

・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・

○セクター毎に温室効果ガス排出削減に有効な技術やプラクティ
スを特定し、セクター毎の特性を踏まえつつ、その普及を促進す
ることで、排出削減を効果的に進めていく。

○セクター毎に温室効果ガス排出削減に有効な技術やプラクティ
スを特定し、セクター毎の特性を踏まえつつ、その普及を促進す
ることで、排出削減を効果的に進めていく。



Ⅳー６．今、なぜ「グリーンIT」か

○高度情報化社会の進展に伴って、インターネット上を駆け巡る
情報量は急増。国内では、2025年までに情報量が約200倍。
○ＩＴ機器の台数も大幅に増加し、その結果、国内のIT機器によ
る消費電力量が2025年には現在の5倍（全消費電力量の2割）
に到達する恐れ。ＩＴの省エネが緊急の課題。

国内総発電量に占めるIT機器の割合

情報爆発
時代

ネ
ッ
ト
の
情
報
流
通
量

2006年 2010年 2015年 2020年 2025年

（倍）

637Gbps

121Tbps

0

20

40

60

80

100
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140

160

180

200

190
倍

ネットワーク
機器の増大

5倍

20%超

470億kWh
5%

2400億kWh

2006年

2025年

5.2倍

※ＩＴ：ネットワーク機器、サーバ、ストレージ、ＰＣ、ディスプレイ
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Ⅳー７．データセンターの電力消費量増大

○ インターネットの普及に伴う情報爆発は、我が国だけでなく
各国全体の問題。米国では、グーグル１社で日本の総消費電力
量の約1/1000を消費。
○ 米国内のデータセンターの消費電力量は過去６年間で倍増
(原子力発電所５基分)、5年後には更に倍増すると予測。日本で
も、データセンターの5年後の総電力消費量は倍増。

・ YouTubeは毎日1億本以上のビデオを配信
・ Yahoo!は毎日30億のページ・ビュー

データセンターでは、近い将来、ハードウエ
アそのもののコストより電力コストの方が上
回る （Intel CTOのジャスティン・ラトナー氏） 【発電所に隣接するGoogle 

の巨大データセンター】

21



Ⅳー８．世界全体でのＩＴの電力消費予測

○日米等の先進国に加え、ＢＲＩＣｓ等の発展により、世界全体のＩＴ
機器・システムの消費電力量は、2025年には9倍以上にも急増。
IT機器の省エネ対策とその世界全体への展開は急務の課題。

5.2倍 9.4倍
（国内総発電
量の20％）

（世界総発電
量の15％）
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世界日本
消費電力（億kWh）

5.2倍

3.５倍

2.１倍

1.3倍

9.4倍

5.7倍

3.2倍

1.6倍

消費電力（億kWh）

（出所）経済産業省/グリーンIT推進協議会試算(2008) 22



Ⅳー９．海外企業の「グリーンIT」の動き

○ IT機器やデータセンターの電力消費急増への対応（グリーン
IT）は、各社の経営の観点からも最重要課題に。米国ガートナ
ー社の発表した2008年「企業経営に影響を与える戦略的技術」
ランキングでは、「グリーンIT」が第１位。
○ 米国では、各社毎の取り組みに加え、問題意識を共有すべく

The Green Grid, Climate Savers等コンソーシアムも結成。

○新設のデータセンタは発電所
近傍に建築、新エネ開発事業に
も積極投資

23

○データセンタの総消費電力を
40%削減を目標（Project Big 
Green）

○コンテナ収容型の省エネ型サ
ーバシステム開発



Ⅳー１０．国内企業も「グリーンIT」の取り組みを本格化

○我が国企業は、従来よりITエレクトロニクス製品の省エネ努力を
進めてきたところ。最近１年間、IT各社が「グリーンIT」の取り組
みを強化する動きが本格化。

【国内主要IT各社の取り組み例】
富士通は昨年12月、グリーンITへの取り組みを強化し，ITユーザーの
環境負荷低減を目指す「Green Policy Innovation」を発表。07年度か
ら2010年度の4年間で累計700万t以上のCO2排出量削減を目指す。

日立製作所は、5年間でデータセンタの消費電力を最大50%削減を目
標とした「CoolCenter50」を推進。更にIT省電力化プランも策定、同社
の主要IT製品のCO 2 排出量を5年間で33万トン削減目標に開発。

NECは、昨年「REAL IT COOL PROJECT」を策定。機器、運用、更
にデータセンターを徹底的に省電力化させ、CO2排出量を削減させて
いくテクノロジー、省電力・エコテクノロジーを発表していく。

24

パナソニックは「地球環境との共存」の実現を掲げ、「グリーンプラン
2010」に基づく環境経営を推進。昨年10月、同社の全世界の工場か
ら排出されるCO2を今後3年間で30万トン削減する方針を発表。



Ⅳー１１．日本発の「グリーンIT」の考え方

○これまでは、データセンターの消費電力低減等、「ＩＴ機器の省エ
ネ」に主眼を置いた「グリーンＩＴ」の議論が主。
○日本の優れた省エネ技術力を活かし、「ＩＴの省エネ」と「ＩＴによる
社会の省エネ」を双方を日本発の「グリーンＩＴ」として推進。

ＩＴ機器・システムの省エネ ＩＴを活用した社会の省エネ

○ 本格的な情報化社会の進展により、ＩＴ機
器による電力消費が急増（2025年には
現在の５倍（国内全体の２割）に増加）。

○ これまでもＩＴ機器は大幅な省エネを実現
（例）家電（エアコン、冷蔵庫等）の消費電力は、１０年
前の４０％～５０％削減。

○ 工場にエネルギー最適管理システムを導入

して、消費電力を20％削減

○ 電子計測技術等の導入で、過去１５年間に

ＣＯ２排出原単位を最高で60％以上も削減

○ データセンターの消費電力量を50％削減
○ 光技術を利用して通信電力を１／１００に

更なる省エネに向けた一層の努力

○ ＩＴによる地域・コンビナート全体の最適制御

○ 計測機器等ＩＴによる環境貢献の「見える化」

25



Ⅳー１２．ＩＴによる省エネの事例（グリーン大学プロジェクト）

○大学ビル内に無線センサを多数配備して電力消費を統合管理し、
省エネシステムの開発。
○低コストかつ高機能･長寿命センサーの開発、空調やIT機器のリ
アルタイムな消費電力情報発信の標準化開発。
○企業への展開を前提にしたモデル事業として広域展開。

＜例：グリーン東京大学＞ 背景
・ＣＯ2排出量が大きい
・科学技術の粋を集めやすい
・他の大学団体への影響力が大きい

26

目的
・環境情報社会の実現に向けた実証
実験プロジェクトの実施
・科学的な情報と知識に基づく環境認
識を可能にする新情報システムの創
生、ビジネスイノベーションへの基礎
情報の提供

小宮山東大総長は、本年入学式で「2012
年までにＣＯ2排出量を15％、2030年ま
でには50％減らす」と宣言



Ⅳー１３．グリーンＩＴの効果

○「グリーンIT」を推進すれば、「ITによる社会の省エネ」量がIT機
器の消費電力量を上回り、ネットで社会全体のエネルギー消費
量削減に大きく貢献する（2025年で約5900kWh相当の省エネ）
ことが可能。地球温暖化問題を解決する大きな鍵に。
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Ⅳー1４．グリーンＩＴイニシアティブの展開

○昨年12月、経済産業省は「グリーンITイニシアティブ会議」を開
催。「IT自身の省エネ」「ITを用いた社会全体の省エネ」を軸とし
た我が国発の「グリーンIT」を、海外とも協力しつつ産官学が連
携して推進し、国民運動としていくことを提唱。

政府の役割

産学官の連携強化

国際連携・協調

■国際シンポジウム開催

■海外との連携

■ グリーンＩＴ推進協議会の創設

■ 革新技術の開発支援
・「グリーンＩＴプロジェクト」の推進

■ 省エネ技術・製品の普及

■ 環境貢献の評価方法の検討

IT関連業界団体、技術開発機関、大学、政府
等が連携して取り組む場の創設

・ 欧米の企業・コンソーシアム
・ アジア産業界・政府への協力

28



Ⅳー１５．グリーンITプロジェクトの推進

○これまでも、政府として半導体やディスプレイ等の省エネ技術開
発を推進してきたところ。それらに加えて、中長期を見据えた革
新技術開発「グリーンＩＴプロジェクト」を本年度からスタート（初年
度：30億円/年）。

29

【半導体チップの直接水冷技術】

【待機電力の大幅削減】

【低電力で高画質】

データセンター

企業内サーバールーム

家庭

ネットワーク
（インターネット等）

データセンタ（サーバ・ストレージ）の
消費電力量を30%以上削減

各企業・政府機関等

ネットワーク部分
（ルータ）で30％以
上の省エネ化

ディスプレイの消費電力
量を半減

中小企業オフィス



Ⅳー１６．省エネ法「トップランナー方式」の活用

○ 省エネ法のトップランナー方式（各機器において、現在利用されている製
品のうち最もエネルギー消費効率が優れている性能を目標と定め、決められ
た将来までにその目標に産業界全体が達成することを求める方式）を活用し、
「グリーンIT」製品の市場への普及を加速化する。

１．乗用自動車

２．貨物自動車

３．エアコン

４．テレビ

５．ビデオレコーダー

６．蛍光灯器具

７．複写機

８．電子計算機

９．磁気ディスク装置

１０．電気冷蔵庫

１１．電気冷凍庫

１２．ストーブ

１３．ガス調理機器

１４．ガス温水機器

１５．石油温水機器

１６．電気便座

１７．自動販売機

１８．変圧器

１９．ジャー炊飯器

２０．電子レンジ

２１．ＤＶＤレコーダー

トップランナー方式の例

燃費
(km/L)

基準設定時 目標年度

19km/L

18km/L

17km/L

15km/L15km/L

14km/L

13km/L

12km/L

16

製品区分ごとに加重
平均で達成を判断

燃費
(km/L)

基準設定時 目標年度

19km/L

18km/L

17km/L

15km/L15km/L

14km/L

13km/L

12km/L

16

製品区分ごとに加重
平均で達成を判断
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（参考）「グリーンIT」の省エネ目標 （IT機器の省エネ）

高効率照明

LED照明、有機EL照明等の高効率照明が、2020年ま
でに国内照明全体の14%、2030年までには約64%ま
で普及

ディスプレイ
ブラウン管から液晶、プラズマ、有機ELへの移行が進
み、2030年時点ではブラウン管は無くなる

ルータ
省エネ型の機器(45%省エネ）が2015年以降急速に普
及し、2030年には全ての機器が省エネ型に置換

情報機器
現在より20％省エネのサーバ、80％省エネのストレー
ジが2015年以降急速に普及し、2030年には全ての機
器が省エネ型に置換

家電・業務機器

冷蔵庫、家庭用エアコン、蛍光灯等の家電、業務機器
につき、2020年までには新たに購入される製品の全
てが現在の最高水準の効率を達成、2030年には更に
2割の効率改善を達成
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Ⅳー１７．グリーンＩＴへの国際的な連携

○5月28日、グリーンIT推進協議会は，米国の「Climate Savers コ
ンピューティング・イニシアチブ（CSCI）」，「グリーン・グリッド」そ
れぞれと覚書（MOU）を締結。３つの協議会が一同に会し、協力
を確認するのは初めてであり、日本のリーダシップをアピール。

・グリーンITに対する認識
の共有

・相互の活動の情報交換

・省エネ基準検討における
協力 等

【左から Ms.Lorie Wigle（President, Climate Savers）、町田グリーンIT推進
協議会会長、Mr.John Toccillo (Board of Director, The Green Grid） 】
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Ⅳー１８．グリーンIT国際シンポジウムの開催

○ 5月29日に、グリーンIT国際シンポジウム（東京）を開催。海外からも主要企
業、コンソーシアムが多数参加。

○ データセンター等の省エネ、ITを利用した社会全体の省エネ、環境貢献度評
価の必要性、カーボンニュートラルの考え方等が謳われた。

海外からの参加者
Intel、AMD、Sun Microsystems、IBM、DELL、Cisco Systems 
The Green Grid, Climate Savers Computing Initiative ，WSC
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Ⅳー１９．「グリーンIT」を進めるための枠組み作り

○ 「IT」と「環境」はトレードオフの関係ではなく、「グリーンIT」
を進めることで、ITが地球環境問題の解決に大きく貢献。

○ 「グリーンIT」を着実に推進するためには、省エネ型の機器を
開発し積極的に市場投入した企業の努力が正当に評価される
枠組みが不可欠。国際的な協力の下、適切な枠組みを構築。

【考え方（例）】

A社
最新の省エネ
エアコンを開発

市場に評価され
多数生産・販売

○生産段階では、CO2
はB社より多く排出

○利用されるエアコンの
CO2はB社より大幅低減

B社
通常のエア
コンを製造

生産・売り上げ
伸びず

○生産段階では、CO2
排出量はA社より小
○エアコンのCO2排出量
はA社製より大量

環境への
貢献度

と評価さ
れるべき

（生産から使用に至る全体で環境負荷を評価）

A社

B社
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Ⅳー２０．グリーンITの推進

低炭素社会の実現に向けて

○IT機器の省エネ

○ITによる社会の省エネ

・ITによる省エネが可能な分野の特定
・測定→開発→導入→普及

○国際協力
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